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Ⅰ 建設リサイクル法の概要について 

 

１．建設リサイクル法の目的 

 特定の建設資材について、その分別解体等及び再資源化等を促進するための措置を講ずると

ともに、解体工事業者について登録制度を実施することなどにより、再生資源の十分な利用及

び廃棄物の減量等を通じて、資源の有効な利用の確保及び廃棄物の適正な処理を図り、もって

生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。 

 

２．建設リサイクル法の概要 

１）建築物等に係る分別解体等及び再資源化等の義務付け 

（１）分別解体等実施義務 

①分別解体等の実施義務の概要（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(以下「法」

という。)第９条） 

     特定建設資材を用いた建築物等に係る解体工事又はその施工に特定建設資材を使用する

新築工事等であって、その規模が一定基準以上のもの（以下「対象建設工事」という。）

の受注者又は自主施工者は、正当な理由がある場合を除いて、施工方法に関する基準（省

令）に従って分別解体等をしなければならない。 

 

②特定建設資材（法第２条第５項、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行令 

第１条）                               

特

定 

建

設 

資

材 

コンクリート 

コンクリート及び鉄から成る建設資材（プレキャスト鉄筋コンクリート版など） 

木材 

アスファルト・コンクリート 

 

③対象建設工事（法第９条第１項、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行令 

第２条） 

 岡山市発注の工事では、特定建設資材の使用又は特定建設資材廃棄物（コンクリート塊、

アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材）が発生する下記に示す建設工事の規模

に関する基準以上のもの（以下「対象建設工事」という）を対象とする。 

             対象建設工事の種類        規模の基準 

建築物の解体 床面積    ８０㎡ 

建築物の新築・増築 床面積   ５００㎡ 

建築物の修繕・模様替え（リフォーム等） 請負代金の額 １億円   ＊ 

建築物以外のものの解体・新築等（土木工事等） 請負代金の額 ５００万円   ＊ 

        ＊請負代金の額は、当初契約時には許容価格と読み替える。 
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（２）再資源化等実施義務 

①再資源化等の実施義務の概要（法第16条） 

対象建設工事の受注者は、分別解体等に伴って生じた特定建設資材廃棄物について、再

資源化をしなければならない。ただし、指定建設資材廃棄物として政令で指定した特定

建設資材廃棄物（建設発生木材）については、工事現場から一定の距離の範囲内（50k

m）に再資源化施設がない場合など、再資源化を図ろうとすると受注者に過大な負担が

かかる場合には、焼却等によりその容積を減らすこと（本法では「縮減」という。）で

足りるとしている。 

岡山市においては、現在のところ上記に該当する地域はなく、全て再資源化を行うこと

を原則とする。 

 

２）発注者・受注者の届出・契約・報告等の手続の整備 

（１）発注者・受注者の届出・契約・報告等の手続の整備の措置の概要      

 （法第10条～第15条、第18条～第20条） 

 

① 発注者に課せられる義務 

 対象建設工事の発注者又は自主施工者（国の機関や公共地方団体以外）は、工事に着手

する日の７日前までに建築物等の構造、工事着手時期、分別解体等の計画等について、

岡山市長（建築指導課）に届け出なければならない（法第10条）。 

      なお、国の機関や地方公共団体については、対象建設工事の届出に代えて、岡山市長（建

築指導課）に対してあらかじめその旨を通知すれば足りることとしている（法第11条）。 

 

②受注者に課せられる義務 

元請業者は、対象建設工事を請け負うにあたり、発注しようとする者に対して分別解体

等の計画等の必要事項を書面で説明しなければならない。また、下請負人に対して発注

者が岡山市建築指導課に対して届け出た事項を告げなければならない（法第12条）。 

     元請業者は再資源化等が完了した際、その旨を発注者に書面で報告し、あわせて再資源

化等の実施状況に関する記録を作成し保存しなければならない（法第18条）。 

 

（２）対象建設工事の請負契約に係る書面の記載事項（分別解体等省令第４条） 

    建設工事の請負契約の当事者は、建設業法第19条により、契約の内容となる一定の重要

事項を書面に記載し相互に交付しなければならないこととされているが、対象建設工事の

契約にあたっては、分別解体等及び再資源化等についての認識を共有するため、建設業法

で定める以外の下記の項目について書面に記載し、署名または記名押印して相互に交付し

なければならない。 

   ・分別解体等の方法 

   ・解体工事に要する費用 

   ・再資源化等をするための施設の名称及び所在地（特定建設資材廃棄物のみ） 

   ・再資源化等に要する費用（特定建設資材廃棄物のみ） 

    ＊委託において分別解体等がある場合、通知は要、契約は不要とする。 
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３）その他の規定 

（１）罰則 

     分別解体等及び再資源化等に対する命令違反や、届出、登録等の手続きの不備等に関す

る罰則を規定している 

（２）施行 

     平成14年5月30日から締結される請負工事契約に係る建設工事に適用する。 

 

４）分別解体等及び再資源化等の義務の有無 

（１）法第９条第１項に規定する正当な理由に該当する事例 

法第９条第１項に「正当な理由がある場合を除き、分別解体等をしなければならない。」

と規定されている。 

 

５）特定建設資材等の留意点 

（１）コンクリート 

     ALC版、スレート等、骨材（細骨材または粗骨材）が含まれていないものは、特定建設資

材のコンクリートに該当しない。 

 

（２）木材 

     特定建設資材である木材とは、法第２条第１項において定義されるように、土木建築に

関する工事に使用される木材をいう。 

    なお、これらの工事に伴って発生する伐採材・伐根材、剪定枝葉等は建設資材ではない。 

（よって特定建設資材に該当しない） 

 

（３）リース材                                          

     コンクリート型枠、足場等のリース材については、工事現場で使用している間は建設資

材となるものの、使用後はリース会社に引き取られるため、建設資材廃棄物として排出

されるものではない（ただし、工事現場から廃棄物として排出された場合は特定建設資

材廃棄物となる）。 

 

 

３．（参考）分別解体等の施工方法 

  建築物及び建築物以外のもの（以下，工作物という。）に係る解体工事の工程は，次に

掲げる施工方法手順に従うこと。ただし，構造上その他解体工事の施工の技術上これによ

り難い場合は，この限りではない。 

 

１）解体工事等の施工方法 

①対象建設⼯事に係る建築物等に関する事前調査を実施 

（建築物等の状況、周辺状況、作業場所、搬出経路、残存物品、特定建設資材への付着物

   など） 

②上記①の調査に基づく分別解体等の計画を作成 
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③上記②の計画に従い、⼯事着⼿前における作業場所の確保等の事前措置を実施 

（作業場所・搬出経路の確保、特定建設資材への付着物の除去、残存物品の搬出等） 

④上記②の計画に従い、⼯事を施⼯ 

 

２）分別解体等の手順 

①建築物の解体⼯事 

a.建築設備、内装材等の取り外し 

b.屋根ふき材の取り外し 

c.外装材・上部構造部分の取り壊し 

d.基礎・基礎ぐいの取り壊し 

※内装材の⽊材と⼀体となった⽯膏ボード等をあらかじめ取り外してから⽊材を取り

外す（取り壊す）。 

②⼯作物（建築物以外のもの）の解体⼯事 

a.さく、照明設備、標識等の付属物の取り外し 

b.⼯作物のうち基礎以外の部分（本体構造）の取り壊し 

c.基礎・基礎ぐいの取り壊し 

 

３）分別解体等の方法 

• ⼿作業⼜は⼿作業と機械作業の併用 

• 建築設備、内装材、屋根ふき材等の取り外しは、原則として⼿作業 
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Ⅱ 説明事項に関する事務手続きについて 

 

 １．説明事項の定義 

 １）説明等 

        説明は、法第１２条に基づき、対象建設工事を発注しようとする者から直接当該工事

を請け負おうとする建設業を営む者は、当該発注しようとする者に対し、少なくとも以

下の事項について、これらの事項を記載した書面を交付して説明しなければならない。 

① 解体工事である場合においては、解体する建築物等の構造 

② 新築工事等である場合においては、使用する特定建設資材の種類 

③ 工事着手の時期及び工程の概要 

④ 分別解体等の計画 

       ⑤ 解体工事である場合においては、解体する建築物等に用いられた建設資材の量の見

込み 

 

 ２．様式及び記載事項 

 １）説明書の様式等 

（１）説明書の様式 

           説明書の様式は、別紙１「通知に係る事前説明事項」とし、サイズはＡ４とする 

 

（２）説明書の提出部数 

説明書の提出部数は１部とする。 

 

 ２）説明書の記載事項 

（１）説明書の記載事項 

      ①工事の名称 

        工事の名称が記載されていること。 

      例）道路改築工事 

 

      ②工事の場所 

        工事の場所が記載されていること。（一般的に設計書に記載されている工事の場所

       と同じものでよい） 

      例）○○市○○区○○町○○地内 

 

      ③説明内容 

      （a）分別解体等の方法 

            該当する添付資料（別表、工程表）の記載欄に必要事項が記載されていること。 

           また、チェックボックスにチェックマークが付されていること。 
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         例）・使用する特定建設資材の種類 

          □コンクリート □コンクリート及び鉄から成る建設資材 

             □アスファルト・コンクリート  □木材              記載例参照 

    

      （ｂ）解体工事に要する費用 

             「通知に係る事前説明事項」記載金額と「契約書別紙」が同額で記載されてい

ること。         

      （ｃ）再資源化等をするための施設の名称及び所在地 

             「通知に係る事前説明事項」と「契約書別紙」が同じ内容で記載されているこ

と。 

 

      （ｄ）特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用 

             「通知に係る事前説明事項」記載金額と「契約書別紙」が同額で記載されてい

ること。 

 

（２）提出された説明書の取扱い 

             提出された説明書は、契約書別紙に記載された内容との点検を行うとともに法第

１１条による通知事項記載の参考とした後、設計図書に添付する。 

 

 

３．その他（受注者） 

   再資源化が困難な場合は、事務手続きの際に「指定建設資材廃棄物の再資源化施設調

査結果報告書」を監督員に提出し、協議すること。 
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別紙１ 

通知に係る事前説明事項 

   年   月   日 

（発注者） 

             様 

 

                 氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名)                          

                 （郵便番号   －    ）電話番号   －    －     

                 住所                                                           
 

  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第12条第1項の規定により、分別解体等の計画

等に係る事項について説明します。 

記 

１．工事の名称                                                                   
 

２．工事の場所                                                                   

 

３．説明内容 

  １）分別解体等の方法           添付資料のとおり 

  ２）解体工事に要する費用                     円(税抜き) 

    (受注者の見積金額） 

  ３）再資源化等をするための施設の名称及び所在地                                

特定建設資材廃棄物の種類      施設の名称           所在地 

   

   

   

   

   

   

    ※受注者が選択した施設を記載（品目ごとに複数記入可） 

    ※この欄に書ききれない場合は、裏面に必要事項（特定建設資材廃棄物の種類、      

   施設の名称、所在地）を記載すること。 
 

  ４）特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用          円(税抜き) 

      (受注者の見積金額)                  運 搬 費     円(税抜き) 
                                                  再資源化費         円(税抜き) 

４．添付資料 

  ①別表（別表1～3のいずれかに必要事項を記載したもの） 

      □別表1（建築物に係る解体工事） 

   □別表2（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替え）） 

   □別表3（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）） 

    ②工程の概要を示す資料 

      □工程表
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工  程  表 

 

 工事着手時期 平成  年  月  日 

 

   作 業 内 容   月 日   月 日   月 日   月 日   月 日   月 日   月 日  

 （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）  

         

         

         

         

         

         

※契約工程表程度を記入 

（建築物解体工事の場合）                  記載例 

   作 業 内 容 ○月１日     ○月2日    ○月3日    ○月4日    ○月5日    ○月6日    ○月×日     

  （木） （金） （月） （火） （水） （木）  （△） 

①養生シート等の設置        

②重機の搬入        

③障害物の除去        

④建具、畳等の撤去        

⑤石膏ボードの手壊し        

⑥手作業による瓦降し        

⑦機械併用の上屋解体        

⑧木材等の積込・搬出        

⑨混廃の積込・搬出        

⑩基礎・土間の解体        

⑪コン塊の積込・搬出        

⑫養生シート等の撤去        

⑬整地・完了        
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確 認 日：  年  月  日  

総括監督員 主任監督員 工事監督員 

   

 
 

 
 

  
 

 

                                                                              受 注 者  

                                     建 設 廃 棄 物 処 理 計 画 書                     作成年月日   年  月  日  

工 事 名      発注者  責任者 現場代理人  

工事場所  工 期   年 月 日～  年 月 日 請負額   

 １工事概要                                                                                                                                                                                  

工事種別  工事概要等  施工条件の内容  特別管理廃棄物の有無 有  

       無  

２処理計画（1）……発生と処理                                                                                                                                                                  

建設廃棄物の種類 発    生 現場内処理等 D排出量 搬 出 時 期 Dの処理方法別内訳 処理形態の別  

 A発生量 発生工種 B利用量 C減量化量 A－B－C  中間処理量 最終処分の量   

 コンクリート塊           ｔ           ｔ          ｔ          ｔ 年  月 ～  年  月                 ｔ               ｔ 自己・委託  

単 ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊           ｔ           ｔ          ｔ          ｔ 年  月 ～  年  月                 ｔ               ｔ 自己・委託  

 建設発生木材           ｔ           ｔ          ｔ          ｔ 年  月 ～  年  月                 ｔ               ｔ 自己・委託  

 建設汚泥        ｔ        ｔ       ｔ       ｔ 年  月 ～  年  月              ｔ            ｔ 自己・委託  

品            ｔ           ｔ          ｔ          ｔ 年  月 ～  年  月                 ｔ               ｔ 自己・委託  

            ｔ           ｔ          ｔ          ｔ 年  月 ～  年  月                 ｔ               ｔ 自己・委託  

３処理計画（２）……処理形態が委託の場合に記入                                                                                                                                                  

 積替・保 委  託  業  者  名  及  び  処  理  場  所  

建設廃棄物の種類 管の有無 
収集運搬業者

名 
積 替・保 管 施 設 ２次収集運搬業 中 間 処 理 業 者 名 最  終  処  分  場 

 

   場  所 業 者 名 者名 場  所 処 理 方 法 業 者 名 場  所 業 者 名  

 コンクリート塊  有・無           

単 ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊  有・無           

 建設発生木材  有・無           

 建設汚泥  有・無           

品   有・無           

   有・無           

４その他廃棄物の処理に関する特記事項                                                                                                                                                          

（１）現場内の分別・破砕に関する事項 （２）現場内の減量化・再利用に関する事項 （３）再利用・中間処理に関する事項 （４）周辺の環境に関する事項 （５）近傍の処理施設の状況  

      

     

      

※ １ 受注者は落札後７日以内に発注担当課へ提出すること。 総括監督員・主任監督員・工事監督員は、記載内容について確認すること。 

   ２ 収集運搬・処理（処分）許可証の写し及び運搬経路図を添付すること。（自社運搬の場合は、収集運搬許可証は不要） 
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別表１ （Ａ４）

フロン類
使用機器
家電４品目

□無

□有

□無
□有

□無

　　　　　　　　　　　　 　トン

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。【　　】欄には具体的品目を記入すること。 【改正：2019年６月１日】

□⑤
（注）　①建築設備・内装材等　②屋根ふき材　③外装材・上部構造部分　④基礎・基礎ぐい　⑤その他

備考

量の見込み
□コンクリート塊

トン
□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

トン
□建設発生木材

トン

基礎・基礎ぐいの取り壊し
□有　□無

⑤その他
（　　　　　　　　　　　　　　）

その他の取り壊し
□有　□無 □　手作業・機械作業の併用

工事の工程の順序

□内装材に木材が含まれる場合

不可の場合の理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

工

程

ご

と

の

作

業

内

容

及

び

解

体

方

法

工程 作業内容
①建築設備・内装材等 建築設備･内装材等の取り外し

□有　□無

②屋根ふき材 屋根ふき材の取り外し
□有　□無

③外装材・上部構造部分
□有　□無

④基礎・基礎ぐい

□　手作業・機械作業の併用

建築物に関
する調査の
結果及び工
事着手前に
実施する措
置の内容

残存物品 □業務用エアコン,冷凍冷蔵機器
　→１をチェック

1□フロン排出抑制法に従い適正に
   処置する。
2□家電リサイクル法に従い適正に
　 処置する。
3□廃棄物処理法及びＰＣＢ特別措置
   法に従い適正に処置する。
4□石綿撤去済み
5□石綿撤去完了予定日(   月   日)
6□労働安全衛生法及び石綿障害予防
   規則に従い適正に処置する。
※石綿含有不明建材の場合は、事前調査で石

綿の有無を明らかにするか、みなし石綿含有

建材として処置する。

□家庭用エアコン,テレビ,冷凍冷
蔵庫,洗濯･乾燥機→２をチェック

特定建設資材
への付着物

その他
（特定建設資材に

付着していない、

解体時に発生する

有害物質）

7□その他

□非飛散性石綿※石綿含有不明建材を含む

(スレート波板,スレートボード,スレート瓦,サイ

ディング,ケイカル板 等)→４,５又は６をチェック

【　　　　　　　　　 　　　　　　　】

□その他【　　　　　　　　】→７に記入

□その他【　　　　　　　　】→７に記入

□その他【　　　　　　　　】→７に記入

前面道路の幅員　約　　　ｍ

搬出経路 障害物　□有（　　    　）□無

工事着手前に実施する措置の内容

□木造　□鉄骨鉄筋コンクリート造　□鉄筋コンクリート造

□鉄骨造　□コンクリートブロック造　□その他（　　                     　　　　）

建築物の状況

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

　　　       　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　）

周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

築年数　　　　年、棟数　　　　棟

分別解体等の計画等
建築物の構造

□　手作業外装材・上部構造部分の取り壊し

併用の場合の理由（　　　           　　）

□　手作業・機械作業の併用

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　手作業

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

周辺状況

分別解体等の方法

建築物に関
する調査の
結果

発生が見込まれる部分（注）

□①　□②　□③　□④

□その他（　　　　　　　          　　　　　　　　　　）

建築物に用いられた建設資材の量の見込み

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見
込み及びその発生が見込まれる建築物の
部分

種類

作業場所

□　手作業・機械作業の併用

□上の工程における①→②→③→④の順序

□可　□不可
①の工程における木材の分別に支障となる建設資材の事前の取り外し

その他の場合の理由（　　　　　　　　　　          　　）

□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

□①　□②　□③　□④
□⑤

□非飛散性石綿※石綿含有不明建材を含む

　(ビニール床タイル 等)→４,５又は６をチェック

【　　　　　　　　　 　　　　　　　】

その他（　　　　　　　       　　）

□飛散性石綿(石綿吹付け,石綿保温材 等)

　→４又は５をチェック【　　　　　　　 】

□ＰＣＢ使用機器→３をチェック

【　　　　　　　　　　　　　　　　】

□有

併用の場合の理由（　　　           　　）

□飛散性石綿(石綿吹付け,石綿保温材 等)

　→４又は５をチェック【　　　　　　　 】

□　手作業

建築物に係る解体工事

□①　□②　□③　□④
□⑤

□　手作業

その他（　　　　　　　　　　　　）

作業場所　□十分　□不十分

通学路　□有　            □無

建築物に関する調査の結果
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別表２ （Ａ４）

□有

□無

□有

□無

備考

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。【　　】欄には具体的品目を記入すること。

　　　　　　       　　□病院　□その他（　　　　　　　　　            　　　）

周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

□コンクリート　□コンクリート及び鉄から成る建設資材

□アスファルト・コンクリート　□木材

周辺状況

建築物の状況

建築物に関
する調査の
結果

築年数　　　　年、棟数　　　　棟

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

4□その他その他
（特定建設資材に

付着していない、

解体時に発生する

有害物質）

□飛散性石綿(石綿吹付け,石綿保温材 等)

　→１又は２をチェック【　　　　　　　 】

建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）

工事着手前に実施する措置の内容

作業場所　□十分　□不十分

分別解体等の計画等

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

使用する特定建設
資材の種類

工
程
ご
と
の
作
業
内
容

工程 作業内容
①造成等 造成等の工事　□有　□無

②基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの工事　□有　□無

建築物に関
する調査の
結果及び工
事着手前に
実施する措
置の内容

□非飛散性石綿※石綿含有不明建材を含む

(スレート波板,スレートボード,スレート瓦,サイ

ディング,ケイカル板 等)→１,２又は３をチェック

【　　　　　　　　　 　　　　　　　】

□非飛散性石綿※石綿含有不明建材を含む

　(ビニール床タイル 等)→１,２又は３をチェック

【　　　　　　　　　　　　 　　　　】

□その他【　　　　　　　　】→４に記入

□飛散性石綿(石綿吹付け,石綿保温材 等)

　→１又は２をチェック【　　　　　　　 】

通学路　□有　            □無

作業場所

その他（　　　　      　　　　　）

障害物　□有（　　    　）□無

建築物に関する調査の結果

3□労働安全衛生法及び石綿障害予防
   規則に従い適正に処置する。
※石綿含有不明建材の場合は、事前調査で石

綿の有無を明らかにするか、みなし石綿含有

建材として処置する。

1□石綿撤去済み
2□石綿撤去完了予定日(   月   日)

その他（　　　　　　　　　　　　）

前面道路の幅員　約　　　ｍ

特定建設資材
への付着物（修
繕・模様替工事
のみ）

□その他【　　　　　　　　】→４に記入

量の見込み
使用する部分又は発生が見込ま

れる部分（注）

搬出経路

上部構造部分・外装の工事　□有　□無

④屋根 屋根の工事　□有　□無

建築設備・内装等の工事　□有　□無

③上部構造部分・外装

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見
込み並びに特定建設資材が使用される建
築物の部分及び特定建設資材廃棄物の
発生が見込まれる建築物の部分

種類

⑥その他
（　　　　　　　      　　　）

その他の工事　□有　□無

⑤建築設備・内装等

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

トン

□①　□②　□③　□④

□⑤　□⑥

□コンクリート塊

トン

□①　□②　□③　□④

□⑤　□⑥

トン
（注）　①造成等　②基礎　③上部構造部分・外装　④屋根　⑤建築設備・内装等　⑥その他

【改正：平成２４年１月１日】

□建設発生木材 □①　□②　□③　□④

□⑤　□⑥
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別表３ （Ａ４）

□有

□無

□有

□無

仮設工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

土工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

基礎工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

本体構造の工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

本体付属品の工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

その他の工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

□上の工程における⑤→④→③の順序

□その他（    　　        　　　　　　　　　　　　　）
その他の場合の理由（　　　          　　　　　　　　）

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。【　　】欄には具体的品目を記入すること。

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

工事の工程の順序
（解体工事のみ）

工作物に用いられた建設資材の量の見込み（解体工
事のみ） 　　　　　　　　　トン

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見込み
（全工事）並びに特定建設資材が使用される工作
物の部分（新築・維持・修繕工事のみ）及び特定
建設資材廃棄物の発生が見込まれる工作物の部
分（維持・修繕・解体工事のみ）

種類 量の見込み
使用する部分又は発生が見込ま
れる部分（注）

③基礎 □　手作業

④本体構造 □　手作業

【改正：平成２４年１月１日】

工事の種類 □新築工事　□維持・修繕工事　□解体工事
□電気　□水道　□ガス　□下水道　□鉄道　□電話
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑤本体付属品

⑥その他
（　　　　　　　　　　　　　　　）

□　手作業

使用する特定建設資材の種類
(新築･維持･修繕工事のみ）

作業場所

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□コンクリート　□コンクリート及び鉄から成る建設資材
□アスファルト・コンクリート　□木材

　　　　　　　       　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　）

□鉄筋コンクリート造　□その他（　　　　　　   　　　　　）

□非飛散性石綿※石綿含有不明建材を含む

(スレート波板,スレートボード,スレート瓦,サイ

ディング,ケイカル板 等)→１,２又は３をチェック

【　　　　　　　　　 　　　　　　　】

□　手作業

□飛散性石綿(石綿吹付け,石綿保温材 等)

　→１又は２をチェック【　　　　　　　 】

工程 作業内容
分別解体等の方法
（解体工事のみ）

①仮設

②土工

作業場所　□十分　□不十分

分別解体等の計画等
工作物の構造

（解体工事のみ）

工作物に関
する調査の
結果及び工
事着手前に
実施する措
置の内容

工作物に関
する調査の
結果

築年数　　　　年

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

周辺状況

工作物の状況

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

工作物に関する調査の結果

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

□　手作業

□コンクリート塊 □①　□②　□③　□④
□⑤　□⑥

4□その他

工事着手前に実施する措置の内容

その他（　　　　         　　　　）

備考

□建設発生木材
□⑤　□⑥
□①　□②　□③　□④

トン
□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

（注）　①仮設　②土工　③基礎　④本体構造　⑤本体付属品　⑥その他

□⑤　□⑥
□①　□②　□③　□④

トン

トン

搬出経路 障害物　□有（　　    　）□無

特定建設資材
への付着物（解
体・維持・修繕
工事のみ）

その他（　　　　　　　       　　）

□非飛散性石綿※石綿含有不明建材を含む

　(ビニール床タイル 等)→１,２又は３をチェック

【　　　　　　　　　 　　　　　　　】

□その他【　　　　　　　　】→４に記入

その他
（特定建設資材に

付着していない、

解体時に発生する

有害物質）

□飛散性石綿(石綿吹付け,石綿保温材 等)

　→１又は２をチェック【　　　　　　　 】

通学路　□有　            □無

□　手作業

3□労働安全衛生法及び石綿障害予防
   規則に従い適正に処置する。
※石綿含有不明建材の場合は、事前調査で石

綿の有無を明らかにするか、みなし石綿含有

建材として処置する。

1□石綿撤去済み
2□石綿撤去完了予定日(   月   日)

□その他【　　　　　　　　】→４に記入
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年  月  日 

   岡 山 市 長 様                                                  

  

 

                                受注者 住 所      

                                          氏 名                              ○印  

                                          現場代理人                        ○印  

          

 

 

指定建設資材廃棄物の再資源化施設調査結果報告書 

 

                             

 

 

 

    指定建設資材廃棄物（木材が廃棄物となったもの）の再資源化について、処理依頼を試みまし

たが、下記のとおり、再資源化が困難と判断しましたので、縮減としてよろしいか。 

 

 

記 

 

  調査実施会社名   所  在  地  電  話 確認月日  確認 

 相手 

 調 査 結 果 
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Ⅲ 契約に関する事務手続きについて 

 

１．契約の定義 

１）契約 

     契約は、法第１３条に基づき分別解体等の方法、解体工事に要する費用、再資源化等をするた

めの施設の名称及び所在地、再資源化等に要する費用の記載については、産業廃棄物の処理は元請

業者の責務であることから、元請業者となる落札業者に記載を求めることとする。  

なお、契約は通知に係る事前説明事項に基づき、発注者、落札業者は事前に契約書記載事項につ

いて合意のための協議をおこない、双方合意のもとで契約するものとする。 

 

２）契約事務の流れ 

 

   施行時 

・設計書に「契約条件（建設リサイクル法について）」及び建設リサイクル法に係る特記 

仕様書を添付 

                  ○ 工事については、小規模工事以外は全て添付 

                  ○ 修繕については金額変更が生じても明らかに「対象建設工事」 

           とならないと判断できるもの以外に添付 

 

・執行伺作成時（職員ポータル）、「工事詳細」タブにて、「工事各種条件」欄内の「建

設リサイクル法対象工事」の項目にチェックを入れる。 

 

    入札直後 

・契約担当者は、契約締結依頼書の「特定建設資材の分別解体等が「あり」且つ、「建設

リサイクル法対象工事に該当」（する）の場合、落札者に契約書別紙を手渡す。 

（ほとんどの工事がそうなる） 

 

事前協議 

・落札者は、発注担当課と分別解体等（使用を含む）、及び、再資源化等に関して事前協

議し「通知に係る事前説明事項」、「契約書別紙」、「別表（分別解体等の計画等）」

及び「建設廃棄物処理計画書」を落札後7日以内に発注担当課へ提出。（記載事項が多

い場合はコピーして記載） 

 

              ①分別解体等及び再資源化等に当たり、下請けや委託する場合は、事前にその相手

方から、その費用（税込み）の見積りを徴取する。 

              ②前記見積書に基づき、「通知に係る事前説明事項」に書かれている金額を点検し

「契約書別紙」に記載する。（運搬費含む及び税抜き） 

         （分別解体・運搬は自社、再資源化等は委託の場合あり。→建設廃棄物処理計画書で判明） 

（自社の他工事場所での利用は運搬のみ。） 
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              ③見積り等に基づき、「建設廃棄物処理計画書」に記載する。 

 

・ 発注担当者は、点検確認→契約書別紙のみを契約課へ 

        （通知に係る事前説明事項及び建設廃棄物処理計画書は担当者が保管） 

 

          ①「契約書別紙」、「建設廃棄物処理計画書」について、契約番号、工事名、解体

工事に要する費用、再資源化等に要する費用、分別解体等の方法等が、発生品

目と照らし適正であるか否かの点検確認を行い、決裁を得る。（「契約書別紙」、

「建設廃棄物処理計画書」の提出は、特記仕様書に記載） 

 

           

 

 

 

・落札者 分別解体等の計画等（別表）における石綿等の記載について 

建築物等には，多種多様の有害物質等が使用されている可能性があり，特に吹付け

石綿等の付着物その他石綿含有建材（成形板等）の有無については，元請業者の事前

調査・事前措置が法により義務づけられている。事前調査の結果や事前措置の状況に

ついては，届出の際に，別表１～３「分別解体等の計画等」に記入して提出すること。 

事前調査の結果や事前措置の状況の把握については，適正な石綿処理の推進を図る

ために行うこととしているため，協力をお願いする。 

なお，石綿の除去等を行う際には，建設リサイクル法のほか，労働安全衛生法，石

綿障害予防規則，大気汚染防止法，廃棄物の処理及び清掃に関する法律に則って，適

正に処理すること。 

 

 

    契約 

        ・契約課は「契約書別紙」を受け取り、契約締結 

                契約後、契約書類一式を発注担当課へ返す。 

                                                                       

       

「注意」 

契約書別紙は担当課決裁を経た後、担当課から契約課へ持参 
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       【発注担当者（監督員）】点検確認事項等                                       

              

            （１）通常、分別解体等を元請業者自身で行う場合は、業許可者（土木・   

             建築・とび・土工、又は解体工事登録業者）でなくてもよいが、確   

             認が必要。                                                    

            （２）「契約書別紙」に記載された再資源化施設が、公共工事設計資材 

単価表と合致していればＯＫ。 

（単価表は再資源化施設として確認済みのため。） 

            （３）一致していない場合、その中間処理業者が再資源化施設であるか否か、 

岡山県循環資源総合情報支援センターＨＰ等で確認すること。 

確認出来ない場合は、以下の点検を行う。                     

                  ① Ａｓ・Ｃｏの場合→事前にその中間処理施設から生産された資   

                        材の粒度分布表の提出を求め、再生材として   

                        適正なものが生産されていることを確認した  

                        場合は、再資源化施設とし、ＯＫ            

                  ②  木材の場合    →事前にその中間処理施設から生産された資材   

                                       が、販売ルートなどを確立していることの確  

                        認ができれば、ＯＫ（実績表等で確認）     

③ 上記①②が確認できない場合は、公共工事設計資材単価表にある 

施設の中から選択するよう要請。                

                  ④ 新たに再資源化施設と認定した場合は、監理検査課へ連絡    

            （４）「契約書別紙」に記載された費用の確認については、「この金額で適   

             正に分別解体し、再資源化が確実にできますか？」などと確認。「出   

             来ます」との回答があればＯＫ。                                  

                                                                             

 

 

    注意事項 

法では、隣接して工事が発注される場合や、同一敷地内に工事が発注される場合など、解体

又は新築等を同一の者が二以上の契約に分割して請け負う場合は、これを一の契約で請け負っ

たものとみなす。（正当な理由を除く）とあり、（建設工事に係る資材の再資源化等に関する

法律施行令第2条第2項）特記仕様書への記載に注意 
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Ⅳ 通知に関する事務手続きについて 

 

１．通知の定義 

１）通知 

       通知は、法第11条に基づき、国の機関又は地方公共団体が法第10条第1項の規定により届出

を要する行為をしようとするとき、あらかじめ、都道府県知事（岡山市内については岡山市

長）に対し通知しなければならないものである。 

      なお、通知については発注担当課で十分確認を行って提出することとする。また、工事内

容が多少変わった場合であっても変更通知は不要である。 

 

２）対象機関 

        法第11条の対象となる機関は、国又は地方公共団体、政令の附則に定める機関、地方自治

法第１条の３第３項に規定する特別地方公共団体とする。 

 

      注）公園協会、土地改良区などは「通知」ではなく、「届出」の対象となります。（関係課

において指導をお願いします） 

 

３）「通知」が必要な工事 

       市発注工事では、特定建設資材（コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資材、

アスファルト・コンクリート、木材）の使用又は特定建設資材廃棄物（コンクリート塊、ア

スファルト・コンクリート塊、建設発生木材）が発生する工事で一定規模以上の工事(※)を「通

知」の対象建設工事とする。 

   （※）この際の工事規模は請負代金額で判断する 

    〈例〉特定建設資材を使用（または発生）する土木工事で、許容価格が500万円以上であっ

たが、請負価格が500万円未満となった場合・・・・・・通知は不要 

       ただし、契約はリサイクル法対象工事として締結するため、契約書別紙は必要 

 

４）分別解体等及び再資源化等の義務の有無 

   ○法第９条第１項に規定する正当な理由に該当する事例 

      法第９条第１項「正当な理由がある場合を除き、分別解体等をしなければならない。」と

規定されており、正当な理由に該当するものとしては、下記のような事例等が考えられる。 

①災害時の応急仮設建築物に係る工事である場合 

②緊急復旧工事である場合（単なる災害復旧工事は除く） 

③有害物質等により建築物等が汚染されている場合 

④災害で建築物が倒壊しそうな場合等、分別解体を実施することが危険な場合 

⑤ユニット型工法等、工事現場で解体せずともリサイクルされることが廃棄物処理法に 

おける広域認定制度により担保されている場合 

⑥工事現場が離島にあり島内に再資源化等施設が存在しない場合（表1-3-5参照）等 
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 表１－３－５                                                                   

          分別解体等、再資源化等の実施義務 

当該離島内に特定建設資材 正当な理由に該当するため、法第９条第１項の分別解体等 

廃棄物に係る再資源化等施 及び法第16条の再資源化等の義務なし（ただし努力義務あ 

設が全くない場合 り） 

 

⑦火災により建築物が全焼し、熱等の影響で特定建設資材の再資源化が不可能となった場

     合 

 

対象建設工事が上記の正当な理由に該当する場合でも、原則として法第10条の届出又は第 

11条の通知の義務は免除されない（既に建築物でも工作物でもない⑦は除く）。 

     ただし、①や②のように工事着手に緊急を要し、真にやむをえない場合等にあってはこの限

りではないが、工事着手後に通知を行う。なお、その扱いは、個別具体の事例に即して判断

を行う必要がある。 

 

 

２．通知書の提出 

１）通知書を受理する窓口等 

（１）受理の窓口 

          通知書を受理する窓口は、当該対象建設工事が施工される区域を所管する都道府県又は

政令第8条第1項から第3項までに掲げる建築主事を置く市町村（以下「通知書受理行政庁」

という。）の担当者（以下「受理者」という。）とする。 

       岡山市の場合 都市整備局 住宅・建築部 建築指導課 

 

（２）複数の行政庁の区域にまたがる場合の取扱い 

          当該対象建設工事の施工範囲が複数の行政庁（都道府県若しくは市町村）の区域にまた

がる場合は、その区域を含む複数の通知書受理行政庁のすべてに対し通知（通知書受理行

政庁の書式に従って）を行うものとする。 

         ただし、市内では建築物の解体・新築・増築・修繕・模様替え等の対象建設工事につい

ては、その建築物又はその敷地の全部について敷地の過半の属する区域を含む通知書受理

行政庁に対し行うものとする。（なお、通知の行政庁の書式に従って作成すること） 

 

２）通知書の提出 

（１）通知書の提出日 

    通知書の提出日は、平成14年5月30日以降の、土曜、日曜、国民の祝日・休日、年末年始

を除く平日とする。 

 

（２）通知書の提出時間 

          通知書の提出時間は、通知書受理行政庁が定める業務時間内とする。 
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（３）通知期間 

         法第11条に基づき、対象建設工事の着手前に、あらかじめ通知書受理行政庁に通知する

ものとする。 

          この場合、「あらかじめ」であるから、その期間は不定期であり、工事着手の前であれ

ばよい。 

         現場条件等により新たに通知することとなった場合も同様とする。 

 

３）通知者及び代行者 

      通知は、原則として、国の機関又は地方公共団体及び政令附則に定める機関が発注する当該

対象工事の発注者（契約者：岡山市長）が、通知書受理行政庁の受理者に対し通知することを

原則とする。ただし、発注者に代わり通知書を提出する者（以下「代行者：発注担当者」とい

う。）が提出してもよい。なお、この場合、委任状等は必要ない。 

 

 

３．通知書の様式及び記載事項 

１）通知書の様式等 

（１）通知書の様式＜岡山市建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行細則第３条＞ 

通知書の様式は、別紙「通知書」とし、サイズはＡ４とする。 

 

（２）通知書の提出部数＜岡山市建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行細則第３条＞ 

通知書の提出部数は２部とし、受付印が押印され１部が返却される。 

   

２）通知書の記載事項 

（１）通知書等の記載の基本的事項 

 通知書の記入方法は、手書きの場合は万年筆、ボールペン等により記載すること。 

 

（２）通知書等の様式の備付け 

         通知書等の様式は、岡山市建築指導課の窓口又はホームページからダウンロードできる。 

 

（３）通知書の記載事項 

①年月日 

         年月日が記入されていること。 

         なお、月日は工事の着手以前の記入日が記載されていること。 

 

②通知書のあて先（岡山市長） 

         通知書のあて先が記入されていること。 

         例）岡山市長 ○○ ○○様 
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③工事発注者名 

         工事発注者名が記入されていること。 

          例）・発注者職名：岡山市長 ○○ ○○ 

              ・所 在 地：岡山市北区大供一丁目１番１号 

 

④連絡先 

         連絡先として電話番号及び通知を提出した職員の所属名、職氏名が記入されていること。 

          例） 所  属  名：岡山市○○局○○課○○係 

               担当者職氏名：○○ 工事三郎 

                電 話 番 号      ：○○○－○○○－○○○○ 

 

⑤工事の内容 

         工事の内容として工事の名称、路線河川名、場所、概要及び工期が記入されていること。 

 例） 工事の名称：道路改築工事 

 

         例） 路線河川名：主要地方道 ○○線 

 

        例） 工事の場所：岡山市○○区○○町○○地内 

        （一般的に設計書に記載されている工事の場所と同じものでよい） 

 

例） 工事の概要：工事の種類・規模                       

該当する工事の種類のチェックボックスにチェックマークが付されていること

及び該当する工事の記入欄に用途、階数、工事対象面積又は請負代金の額（契

約金額の千円単位を切り捨て万円単位としたもの）が記入されていること。 

Ａ□建築物に係る解体工事                       

        用途           階数   工事対象床面積                ㎡ 

              Ｂ□建築物に係る新築又は増築の工事 

                  用途        階数   工事対象床面積                ㎡ 

              Ｃ□建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの 

                  用途        階数     請負代金     万円（税込み） 

              Ｄ□建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（ 築 堤 ） 

                                          請負代金  1,000万円（税込み） 

        

          例）工  期：工期及び工事着手予定日が記入されていること。 

            ・平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日 契約上の工期 

               工事着手予定日：平成○○年○○月○○日      実際の本体工事の着手予定日 

                  （通知日が、この日より前の日であること！） 
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⑥請負者 

          会社名、所在地、現場代理人氏名、電話番号が記入されていること。 

 例）会 社 名       ：○○建設工業(株)      現場代理人氏名：現 場 太 郎 

              所 在 地       ：〒 ○○県○○市○○町三丁目８番５号 

              電 話 番 号：０８６－○○○－○○○○ 

     ※建築指導課様式のため、他の契約関係書類等とは異なり『受注者』とせず『請負者』

とすること 

 

３）通知書の受理保管    

     通知書は、通知書受理行政庁において、台帳に記録し保存される。 

 なお、通知書及び台帳の保管期間は、それぞれ１年及び常用とし、保存期間終了後は、適正な

方法により速やかに消去・破棄される。 

 

 

４．「建設リサイクル法通知工事」ステッカーの配付 

  １）通知書受理行政庁において通知書の返却時に「建設リサイクル法通知工事」のステッカーが

渡される。 

 

 ２）工事発注者は、通知書が返却され次第「建設リサイクル法通知工事」のステッカーに油性マ

ジックにて通知年月日を記入し、受注者に通知が完了したことを連絡するとともにステッカー

を渡す。 

 

 ３）受注者（元請業者）は通知が完了した連絡を受けるとステッカーを取りに行き工事現場の見

やすい位置に掲示する「建設業の許可票」の標識にステッカーを貼付する。         
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                          具体的な工事の種類の例                                

 河 川 関 係 工 事           築堤、護岸、浚渫、ダム、砂防、その他 

 海 岸 工 事          

 道 路 関 係 工 事           改築、舗装、橋梁、ずい道、維持修繕、共同溝、その他 

 農 林 関 係 工 事           土地改良、区画整理、農道、農林その他 

 水 産 関 係 工 事          

 上・工水道関係工事 

 土地造成、区画整理 関係工事 

 公 園 関 係 工 事          

 下水道関係工事          

 空港・港湾関係工事  空港関係工事、港湾関係工事 

 鉄道・軌道関係工事  

 災害復旧関係工事           

 電 線 路 工 事           

 そ の 他 の 公 共 土 木 工 事                
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様式第１号（第３条関係）       別紙２ 

通  知  書 
               年   月   日 

 岡 山 市 長  様        
           
   （工事発注者） 発注者職名：       
      所  在  地：       
           
  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１１条の規定により,下記のとおり  
 通知します。         

記 

           
連 所 属 名                 

絡 担当者職氏名                 

先 電話番号   －   －         

  工事の名称          

  路線河川名                 

  工事の場所                 

工 工事の概要 工事の種類・規模       

        Ａ□建築物に係る解体工事       

事       用途                階数     工事対象床面積          ㎡ 

        Ｂ□建築物に係る新築又は増築の工事      

の       用途                階数     工事対象床面積          ㎡ 

        Ｃ□建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの 

内       用途                階数     請負代金         万円（税込み） 

        Ｄ□建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（            ）注１ 

容          請負代金         万円（税込み） 

                      

  工   期    年   月    日～     年   月   日   

      工事着手予定日：     年   月   日       

請 会 社 名    現場代理人氏名    

負 所 在 地 〒               

者 電話番号     －     －         

        ※ 受 付 欄 

 注１）建築物以外のものに係る解体工事又は新築        
     工事等の場合は工事の具体的な種類を記入する。       
  （例：舗装,築堤,土地改良等）          
             
 注２）該当する□欄にレを入れること。         
             
             
             
  課長 課長代理 課長補佐 係長主任 課員 主査 ※受付番号 
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様式第１号（第３条関係）      記載例 別紙２  

通  知  書 
              年   月   日 

 岡 山 市 長  様        
         
   （工事発注者） 発注者職名：   岡山市長   大 森 雅 夫 

     所  在  地：  岡山市北区大供一丁目１番１号 

          

  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１１条の規定により,下記のとおり   

 通知します。         
記 

         

連 所 属 名   ○ ○ 課       
絡 担当者職氏名   技 師 岡 山 太 郎     
先 電話番号 ０８６－８０３－１０００     

  工事の名称  市道○○号線○○改良工事   
  路線河川名   市道○○号線       
  工事の場所   岡山市○○区○○地内       

工 工事の概要 工事の種類・規模      

        Ａ□建築物に係る解体工事     

事       用途                階数     工事対象床面積          ㎡ 

        Ｂ□建築物に係る新築又は増築の工事    

の       用途                階数     工事対象床面積          ㎡ 

        Ｃ□建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの 

内       用途                階数     請負代金         万円（税込み） 

   Ｄ□建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（  ○○改良   ）注１ 

容         請負代金  ７００   万円（税込み） 

                  
  工   期   平成１４年６月１０日～平成１５年３月２０日 
      工事着手予定日：平成   年   月   日     

請 会 社 名    現場代理人氏名  
負 所 在 地 〒          
者 電話番号     －     －        

        ※ 受 付 欄 
 注１）建築物以外のものに係る解体工事又は新築      
     工事等の場合は工事の具体的な種類を記入する。   
  （例：舗装,築堤,土地改良等）              岡山市 
         
 注２）該当する□欄にレを入れること。        ○○．○○．○○ 
          
          
          
         
  課長 課長代理 課長補佐 係長主任 課員 主査 ※受付番号 

              

               

                

         
         
        ＊２部作成し、受理の窓口へ提出する。 

請負業者に聞いて記入する 
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Ⅴ 変更に関する事務手続きについて 

 

 １．変更通知 

（当初設計時に「対象建設工事」ではなく現場条件等で「対象建設工事」となった場合） 

 

                                                 （請負代金額が１０００万の場合） 

１） 現場で特定建設資材の使用、または、特定建設資材廃棄物の発生が生じた場合は、

当該工事着手前に（通知に関する事務手続き）に沿って「通知」をする。 

        例）盛土工事で現場条件により排水施設（Ｕ型側溝Ｌ＝５０ｍ）を施すことになった。 

 

２） 特定建設資材の使用、または、特定建設資材廃棄物の発生が生じる土木工事であっ

て当初「建設工事の規模に関する基準」がそれ以下であったが、現場条件により変更

が生じ基準以上となることが予想される場合は、判明（試算）した時点で直ちに「通

知」する。 

        例）特定建設資材廃棄物の発生が生じる土木工事で当初請負代金額が４５０万であっ    

たが、試算により５５０万となることが判明した。 

 

  ＊当初「通知」を行った工事については、工事内容が変わり変更が生じた場合の変更通知

は不要 

 

 

２．変更契約 

    建設リサイクル法に関する「契約書別紙」に記載された内容を変更する場合は契約変更し

なければならない。 

「契約書別紙（変更用）」に必要事項を記載し、変更箇所にはチェックを入れること。 

チェックを入れた変更箇所の内容については、変更後欄に記載する。 

なお、変更が無い場合は、変更前の記載欄のみでよい。 

  

   １）工事打合簿を発し、協議開始、「契約事務の流れ」に沿って変更契約する。分別解

体等及び再資源化するための「建設廃棄物処理計画書」を受注者に求める。 

 

   ２）変更契約時期について 

①通常の変更契約と同様に、軽微な設計変更による金額の増減に伴い、契約書別紙

の「５解体工事に要する費用」「６特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費

用」欄が変更となる場合等については、変更契約手続きを工期の末に行うことが

できる。 

 

②契約書別紙の「４再資源化等をするための施設の名称及び所在地」欄の項目に追

加・変更が生じる場合は、「軽微な変更」とは言えないため、事前に変更契約す

ること。 
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Ⅵ 報告に関する事務手続きについて 

 

 １．再資源化の報告 

        報告は、法第1８条に基づき、対象建設工事の元請け業者が、当該工事に係る特定

建設資材廃棄物の再資源化が完了したときは、主務省令で定めるところにより、「再

資源化等報告書」の提出が必要となる。 

これに代わるものとして、当該工事に係る特定建設資材廃棄物の再資源化が完了し

たときに「建設副産物情報交換システム（ＣＯＢＲＩＳ、コブリス）」へ入力し、監

督員の確認依頼を行う。 

監督員の確認が完了するとシステム経由で受注者に「確認済みマーク」付与の登録

済電子メールが送付される。この紙面にて工事完了日までに発注者に提出するものと

する。 

これによりがたい場合には、監督職員と協議しなければならない。 

    平成３０年４月３０日以前に起案した工事は、当該工事の発注者に「再資源化等報

告書」を報告するとともに、当該再資源化等の実施状況に関する記録を作成し、これ

を保存しなければならない。 

 

２．再資源化の確認（発注者） 

      受注者から「建設副産物情報交換システム（ＣＯＢＲＩＳ、コブリス）」入力デー

タの内容確認の依頼(電話・メール等)を受けた時には、入力データの確認を行う。修

正があれば指示を行う。 

 

＊契約書別紙とＥ票（マニフェスト）及び「建設副産物情報交換システム（ＣＯＢ

ＲＩＳ、コブリス）」入力データと対比確認すること。 

搬出先の相違が確認された場合、工事成績評定時に下記より結果を反映させるもの

とする。 

      

 

● 工事成績評定電算入力ファイル 

◎ 監督員用「考査項目別運用表」（施工体制状況のシート） 

○ 考査項目２．施工状況 ＞ 細別Ⅰ．施工管理 ＞ 

  「建設副産物の再利用等への取り組みを適切に行っている。」の 

項目に×を付ける（土木・営繕同様）。  
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【参考資料】再 資 源 化 等 報 告 書 
 

                                                    年  月  日 

 

 

   岡 山 市 長 様 

 

 

 

         氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）           

         （郵便番号   －    ）電話番号   －   －     

        住所                             

 

 

 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第18条第1項の規定により、特定建設資

材廃棄物の再資源化等が完了したことを報告します。 

 

 

記 

 

１  再資源化等が完了した年月日        年  月  日 

 

２  再資源化等をした施設の名称及び所在地  添付資料のとおり 

 

３  再資源化等に要した費用           万円（税込み） 

 

 

（添付資料） 

 

  ① 再生資源利用実施書（必須項目を記載したもの） 

 

  ② 再生資源利用促進実施書（必須項目を記載したもの） 
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記載例 

【参考資料】再 資 源 化 等 報 告 書 

 

平成１４年 ○月△△日 

 

 

 岡山市長   ○○ ○○ 様 

 

                 氏名 岡山 太郎                                   

                 （郵便番号○○○－××××）電話番号○○○－×××－△△△△  

                 住所    ○○市××町△△△番                            

 

  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第18条第1項の規定により、特定建設資 

材廃棄物の再資源化等が完了したことを報告します。 

 

記 

 

１  再資源化等が完了した年月日    平成１４年 ○月××日 

 

２  再資源化等をした施設の名称及び所在地  添付資料のとおり 

 

３  再資源化等に要した費用     ＊＊＊  万円（税込み） 
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   □法第１０条（赤）                                                                             

                                                                                        

                                        受 付 年 月 日                            

                   平成  年  月  日                   

                第         号               

 

        分別解体等の届出済証        

 

                   岡  山  市                         

                                                                                        

                                                                       

 

       □法第１１条（緑）                                                        

                                                                                        

                                                                                        

                                                                                        

                  通 知 年 月 日                        

                平成  年  月  日              

 

        建設リサイクル推進工事      

 

                              岡  山  市  
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発注担当課      設計書作成  契約条件、特記仕様書 添付                              建設リサイクル法フロー図 （平成 25 年 6 月 1 日改定） 

（監督員）                 公共工事設計資材単価表から再資源化施設を選定（経済比較）                   （令和 2 年 2 月 1 日改定） 

                           縮減となる場合は、計算書添付 

                                     

                  特定建設資材の使用 

      又は特定建設資材廃棄物の発生    使用・発生（なし） または                                         

             工事の規模基準（設計）        規模基準（以下）                     

         （許容価格で判定）                        

                                                                                             

                                                                                            

 使用・発生何れかが（あり）                                     

 かつ 規模基準（以上）                                         

                              伺書、金抜設計書に「建設リサイクル法対象工事」と記載               

対象建設工事として起案     （明らかに該当する場合）                         

           （変更起案含む）    （当初契約時は許容価格で判断）                                                         

                                                             

                                                             

契約課     入札（落札者決定）                                    使用・発生 

        契約書別紙を落札者に渡す                                  何れかが（あり） 

                                                              かつ 

規模基準（以上） 

落札者                                                          

                              分別解体等、再資源化等、下請、委託者等について打合せ                            

                                             

                                       

                                     ※リサイクル法に係る変更が生じた場合は、その時点で速やかに契約書 

落札者                                                    別紙の変更等を行うこと 
                                     ※契約書別紙に記載した処分先と異なる施設に持ち込む場合は、 

                                      持ち込み前に、必ず契約書別紙の変更をおこなうこと 

         （別紙１､２、３の何れか、工程表）   

 

 

                                                                                                                       

                                                             ・再資源化業者は公共工事設計資材単価表に載っているか 

⇨ 否は粒度分布表、木材は販売ルート等の提出を求める 

監督員                                                      ・提出の記載金額で再資源化が確実にできるか確認 

                                                           「できる」と回答であればＯＫ」 

                                                            ⇨ （建設廃棄物処理計画書受取）              

                  不適切の場合は、再協議 

（契約書別紙のみを契約課へ送付） 

 

契約課               ※許容価格で判断するため、請負価格が規模基準未満となった場合も対象工事とする 

                                       

                                             

監督員                                                通知書は課長決裁 

                                                      知書は設計書へ添付 

                                  ステッカーの受取 

※対象工事であっても、請負価格が規模基準未満の場合は、通知書の作成～ステッカー掲示は不要 

                                    (【表２】参照) 

                                    

受注者又は                                           通知の完了を確認。ステッカー受取             

下請けの                                           解体は手作業又は手作業＋機械作業の何れか 

解体事業者                                      掲示は公衆の見やすい場所 

                                                    ステッカーは建設業許可票（元請）に貼付 

                                                    

 

受注者     契約書別紙の記載事項に変更があれば契約変更 ※変更が生じた時点で速やかに 

                                           監督員確認 設計書へ添付 

受注者      再資源化等の完了  

 

受注者      再資源化報告書提出  （別紙２） 監督員確認 設計書へ添付 

※対象工事であっても、請負価格が規模基準未満の場合は、報告書不要 

       

   

   

 

 

 

 

【表１】  

対象建設工事の種類 規模基準 

建築物の解体 床 面 積  80 ㎡ 

建築物の新築・増築 床 面 積  500 ㎡ 

建築物の修繕・模様替え(リフォーム等) 請負代金額 1 億円 ※ 

建築物以外のものの解体・新築等(土木工事等) 請負代金額 500 万円 ※ 

※請負代金額は、当初契約時には許容価格と読み替える 

【表２】 

特定建設資材の使用 or 発生 有り 

規模の基準 
許容価格 以上 以上 未満 

請負代金 以上 未満 未満 

対象建設工事か否か 対象 対象 － 

必要書類 

契約書別紙 要 要 不要 

通知書 要 不要 不要 

再資源化報告書 要 不要 不要 

通常契約 

・契約書別紙                    

監督員   ・建設廃棄物処理計画書          提出(落札後７日以内) 

・通知に係る事前説明事項        するとともに説明 

・契約書別紙   記載事項について落札者と事前協議 

・通知に係る   通知に係る事前説明事項と契約書 

事前説明事項     別紙比較等→双方合意 

    

通知書作成（２部） 

→建築指導課へ通知 

→受注者へ連絡 

（内容が多少変わっても変更通知は不要） 

受注者は業許可票掲示。 

解体工事業登録者は着手前に技術管理者

を選任し、解体工事業者登録票を掲示 

ステッカーを貼付後着手 

契 約 

対象建設工事とは 

 特定建設資材（Co、As、Co 二次製品、木材）の使用 又

は 特定建設資材廃棄物が発生する工事で、工事の規模

（下記【表１】参照）に関する基準以上となる工事 

契約書別紙と E 票（マニフェスト）及びセンサス

提出結果と対比確認。 

現場条件により特定建設資材

の使用又は特定建設資材の廃

棄物が発生し、かつ、規模基

準以上となったか（施工途中） 

（施工途中） 

監督員との事前打合

事 前 協 議 
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